
役 員 等 旅 費 規 程 

 

第１章  総    則 

（目  的） 

第１条  この規程は、学校法人千葉学園（以下「学園」という。）の役員及び評議員（以下「役員等」

という）の出張旅費に関する必要事項について定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条  この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（1） 役員等  

学校法人千葉学園寄附行為に定める役員及び評議員をいう。ただし、学園就業規則の適用を受 

ける者は職員旅費規程に準ずる。 

（2） 国内旅費  

日本国内における出張をいう。 

（3） 海外旅費  

日本国内と海外との間における出張をいう。 

（4） 出張  

役員等が学園の業務のため一時その勤務地（役員等が勤務している事業所の所在地をいう。以 

下同じ。）を離れて出張することをいう。ただし、学園内（学園の設置する学校及び施設相互間 

等）の一時的な移動及び 60 ㎞未満の移動は出張とみなさない。 

（5） 遺族  

役員等の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びにその他役員等の死亡当時役員等と 

生計を一にしていた他の親族をいう。 

（6） 役員等  

第４条に定める出張命令等を受けて出張する若しくは出張した役員等をいう。 

（7） 出張命令権者 

役員等においては理事長又はその委任を受けた者をいう。また、役員等で学園就業規則の適用 

を受ける者が当該規程第 4条に定める出張命令等を受けて出張する場合には、職員旅費規程に 

定めた所属長によらず、理事長またはその委任を受けた者となる。 

 

（適用範囲） 

第３条  役員等が出張した場合には、当該役員等に対し旅費を支給する。 

２ 役員等は、当該出張に10万円以上の旅費が見込まれる場合には、概算金額をもって支給を受ける(以 

下「概算払」という。)ことができる。 

３ 役員等が、出張のため国内及び海外出張中に死亡した場合には役員等の遺族に対し旅費を支給する。 

４ 前３項の規定に該当する場合を除くほか、別に定めがある場合で出張させる必要があるときには、 

旅費を支給する。 

５ この規程により旅費の支給を受けることのできる者が、その出発前に出張命令等を変更され、若し 

くは取り消され、又は死亡した場合に、その出張で既に支給した金額がある場合や支給しなければ 



ならない金額がある場合は、その金額のうちその者の損失金額を旅費として支給することができる。 

６ この規程により旅費の支給を受けることのできる者が、出張中の交通機関の事故又は天災その他自 

己の責によらない事由により、概算払の金額の全部を喪失した場合は、その喪失した時以後の出張 

を完了するための旅費を、一部を喪失した場合にあっては、その喪失を免れた旅費を差し引いた額 

を支給することができる。 

７ 概算払を受けなかった場合においては、前７項の規程を準用するものとする。 

 

（出張命令等） 

第４条  役員等が職務の遂行のため、出張命令権者の命令を受けて出張する場合をいう。その際、出張 

命令権者の発する出張命令によって行わなければならない。 

２ 出張命令権者は、業務上必要と認める場合で、かつ予算上旅費の支給が可能である場合に限り、出 

張命令等を発することができる。また、出張命令権者は、役員等の申請を受けて出張命令等を変更 

（取消しを含む。以下同じ。）する場合には、当該役員等に通知しなければならない。 

３ 役員等は、所定の手続きにより事前に出張命令権者に出張の承認を得なければならない。 

４ 緊急を要する場合で、やむを得ず出張命令権者に事前に承認を得られない場合は、当該出張が完了 

した後、当該役員等は速やかに事後承認を得なければならない。 

５ 出張申請に係る様式等は、別に定めるものとする。 

 

（出張命令等に従わない出張） 

第５条  役員等は、業務上の必要、又は天災その他やむを得ない事情により出張命令等（変更された出 

張命令等を含む。以下本条において同じ。）に従い、出張することができない場合は、予め出張命 

令権者に出張命令等の変更の申請をしなければならない。 

２ 役員等は、前項の規定による出張命令等の変更の申請をするいとまがない場合には、出張命令等に 

従わないで出張した後、速やかに出張命令権者に出張命令等の変更の申請をしなければならない。 

３ 役員等が、前２項の規定による出張命令等の変更の申請をせず、又は申請をしたがその変更が認め 

られなかった場合において、出張命令等に従わないで出張したときは、当該役員等は、出張命令等 

に従った限度の出張に対する旅費のみの支給を受けることができる。 

 

（旅費の計算） 

第６条  旅費は、学園を起点とした最も経済的かつ合理的な経路及び方法により出張した場合の旅費に 

より計算する。ただし、目的地へ直行する場合で当該役員等が届け出ている住所の最寄りの駅から 

の経路（定期券を利用できる区間を除く）の方が効率的な場合は自宅からの経路及び方法を起点と 

する。業務上の必要、又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経路や方法によ 

って出張し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。 

第７条  旅費計算上の出張日数は、出張のために現に要した日数による。 

第８条  役員等が同一地域（本邦にあっては市町村の存する地域、特別区の存する地域にあっては特別 

区の存する全地域をいい、海外にあってはこれに準ずる地域をいうものとする。)に滞在する場合、 

日当及び宿泊料は、その地域に到着した日の翌日から起算して滞在日数 30 日を超える場合には、 

その超える日数について定額の９割に相当する額、滞在日数 60 日を超える場合には、その超える 



日数について定額の８割に相当する額とする。 

２ 同一地域に滞在中、一時他の地に出張した日数は前項の滞在日数から除算する。 

（旅費の支給及び精算手続） 

第９条  旅費は、出張精算書に基づき支給するものとする。ただし、旅費の計算及び精算に必要な書類 

が提出されなかった部分については、支給を受けることができない。 

２ 旅費の支給は原則精算払で支給するものとする。 

３ 旅費の支給を受ける者及び赴任が完了した者は、旅費の計算に必要な所定の書類を、当該出張を完 

了した日の翌日から起算して１週間以内に予算責任者に提出しなければならない。 

４ 旅費の支給を概算払で受けようとする者は、予め旅費の計算に必要な所定の書類を会計課へ提出し、 

当該出張を完了した日の翌日から起算して１週間以内に精算するものとする。 

５ 出張精算書の様式等は別に定めるものとする。 

 

（出張報告） 

第 10 条  出張を終了したときは、出張完了後に出張命令権者へ１週間以内に必要な報告をしなければ 

ならない。出張報告書の様式は別に定めるものとする。 

 

第２章  国内旅費 

（国内旅費の種類） 

第 11 条  国内旅費の種類は、次の各号に掲げる通りとする。交通機関の種類は鉄道、船舶、飛行機、 

バスとし、交通機関のクラスは別表１による。目的地の最寄り駅からの公共交通機関が無い場合や 

本数が少なく非効率な場合等は、レンタカーやタクシーを利用できる。 

 

（1）鉄道賃 

（2）船賃 

（3）航空賃 

（4）車賃 

（5）日当 

（6）宿泊料 

 

（鉄道賃） 

第 12 条  鉄道賃は乗車に要する普通運賃、特急料金、座席指定料とする。 

２ 鉄道賃は原則として IC 運賃とする。 

３ 特別急行料金は片道 60 キロメートル以上のものに支給する。 

４ 座席指定料金は、特別急行列車で片道 100 キロメートル以上のものに支給することができる。 

５ 前３項及び前４項に関わらず、特別急行列車で座席指定のみの路線の場合は支給することができる。 

６ 役員にあっては、特別座席（グリーン料）の使用に要する経費を支給する。 

 

 

 



（船  賃） 

第 13 条  船賃は、乗船に要する運賃、座席指定料金及び特別船室料金とする。 

２ 座席指定料金は、座席指定のある船舶を運行する航路により出張する場合に支給する。 

３ 旅客運賃の等級が３階級に区分されているときは、原則として役員は最上位の直近下位の級の運賃 

とし、評議員は最下級の運賃とする。 

４ 運賃の等級が２階級に区分されているときは、原則として役員は上位の運賃とし、評議員は下級の 

運賃とする。 

５ 前３項及び前４項の規定に該当する場合において、同一階級の運賃をさらに２以上に区分する船舶 

による場合には、当該各項の運賃は、同一階級内の最上級の運賃による。 

 

（航空賃） 

第 14 条  航空賃は、原則として実費額による。 

２ 役員にあっては、特別座席（ビジネスクラス・スーパーシート）の使用に要する経費を支給するこ 

とができる。 

 

（車  賃） 

第 15 条  バス、モノレールその他これらに類する交通機関（以下「バス等」という）の運賃は、原則 

として IC 運賃で計算した実費額による。 

２ 出張地において、バス等の利用ができず、又はバス等を利用しては職務の達成が難しい場合は、車 

（タクシー、レンタカー等）を利用することができる。 

３ 前２項に係る精算には証明するもの及び領収証を必要とする。 

４ 役員等が公務上の都合、又は天災その他やむを得ない事情により学園が所有、管理する自動車（以 

下「公用車」という。）以外の車を使用する場合には、校務出張にかかる車輌の使用に関する取扱 

要領に基づき、あらかじめ所定の車輛校務使用承認申請書により出張命令権者の許可を得なければ 

ならない。また事後によらざるを得ない場合は、当該出張が完了した後速やかに車輛校務使用承認 

申請書を出張命令権者に提出して許可を得なければならない。 

 

（日  当） 

第 16 条  役員の日当は、出張中の日数に応じ別表１の１日当たりの定額による。なお、評議員は職員 

旅費規程の教授に準ずる。 

２ 日当には平日、休日等の区別は行わない。 

３ 学園の事業所を起点として目的地まで概ね100キロメートル以上の地域の出張は別表１に定める日 

当を支給する。 

４ 学園の事業所を起点として目的地まで概ね 60 キロメートル以上 100 キロメートル未満の地域の出 

張については別表１に定める日当の半額を支給する。 

５ 学園の事業所を起点として目的地まで 60 キロメートル未満の地域の出張については日当を支給し 

ない。 

 

 



（宿泊料） 

第 17 条  役員の宿泊料は、宿泊先の区分及び出張中の夜数に応じ別表１の１夜当たりの宿泊料（朝・ 

夕食代を含めた額とする。）を定額で支給する。ただし、出張において宿泊料が予め定められてい 

る場合には、その所定額を支給する。なお、評議員は職員旅費規程の教授に準ずる。 

２ 航空機、船舶、列車における移動において機中等での宿泊を伴う場合は、宿泊料は支給しない。 

３ 学園の施設を利用する場合は、実費支給とする。 

 

（近距離出張） 

第 18 条  片道 60 キロメートル未満の出張を「近距離出張」とし、日当は支給しない。 

２ 近距離出張の交通費は原則定期区間を除した実費支給とし、電車やバスを利用した場合は原則とし 

て IC 運賃で計算する。 

 

（旅費の減額及び打ち切り） 

第 19 条  出張の性質や現物支給その他の事情によって、旅費を減額あるいは旅費の一部を打ち切るこ 

とがある。 

 

（遺族の旅費） 

第 20 条  前第３条４項の規定により支給する旅費は、当該役員等の死亡地から勤務地までの往復及び 

必要な滞在に要する当該役員等相当の旅費とする。 

 

第３章  海外旅費 

（本邦通過の場合の旅費） 

第 21 条  海外旅費期間中本邦を通過する場合には、その本邦内の出張について支給する旅費は、前章 

に規定するところによる。 

 

（外国貨幣の換算） 

第 22 条  旅費の支給及び精算は出国日の現金売相場（Cash Selling Rate)で計算する。ただし、出張 

申請は、申請日とすることができる。 

２ 海外でクレジットカードを使用した場合、クレジットカード利用明細による実費精算とする。 

３ 事前に換金あるいは海外現地で換金を行った場合、領収書等の証憑に基づきその日のレートで計算 

をする。 

４ 役員等が保有する外貨を使用する場合には、換算相場（Telegraphic Transfer Selling rate）で 

計算することができる。 

 

（海外旅費の種類） 

第 23 条  海外旅費の種類は、次の各号に掲げる通りとする。交通機関の種類は鉄道、船舶、飛行機、 

バスとする。目的地の最寄り駅からの公共交通機関が無い場合や本数が少なく非効率な場合等は、 

レンタカーやタクシーを利用できる。また、宿泊料が別表２の限度額を超える等、止むを得ない場 

合、役員においては理事長、評議員においては評議員会議長の認めた場合は実額を請求することが 



できる。 

 

(1) 鉄道賃 

(2) 船賃 

(3) 航空賃 

(4) 車賃 

(5) 日当 

(6) 宿泊料 

(7) 出張雑費 

 

（鉄道賃） 

第 24 条  鉄道賃は、乗車に要する運賃、急行料金及び寝台料金の実費を支給する。 

２ 旅客運賃の等級が３以上の階級に区分されているときは、原則として役員は最上位の直近下位の級 

の運賃とし、評議員は最下級の運賃とする。 

３ 旅客運賃の等級が２階級に区分されているときは、原則として役員は上位の運賃とし、評議員は下

級の運賃とする。 

４ 旅客運賃の等級を設けられていないときは、その乗車に要する運賃とする。 

 

（船  賃） 

第 25 条  船賃は、乗船に要する運賃及び寝台料金の実費を支給する。 

 

（航空賃） 

第 26 条  航空賃は、現に支給した旅客運賃の実費を支給する。 

２ 特別座席の使用に要する経費については、国内出張に準ずる。 

 

（車  賃） 

第 27 条  車賃は、業務上の必要により、自動車等を利用した場合にその実費を支給する。 

 

（日当、宿泊料） 

第 28 条  役員の日当及び宿泊料の額は、出張先の区分に応じた別表２の定額を支給する。なお、評議 

員は職員旅費規程の教授に準ずる。 

２ 航空機、船舶、列車における移動において機中等での宿泊を伴う場合は、宿泊料は支給しない。 

 

（出張雑費） 

第 29 条  出張雑費は、次の各号に掲げるものの実費額を支給する。 

（1）役員等の予防注射料 

（2）査証手数料 

（3）入出国税 

（4）旅客サービス施設使用料 



（5）査証取得のための代理手数料(旅行会社への支払分) 

（6）査証取得のための健康診断料 

（7）その他出張命令権者が出張雑費として認めるもの 

 

（団体の一員としての出張の場合） 

第 30 条  当該出張について、団体の一員として学園が一括支払いを行った場合はその部分に関し、こ 

の規程による旅費の支給は行わない。 

 

（端数の取扱い） 

第31条  この規程の定めによって算出した旅費の額に円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てる。 

 

（旅費の調整） 

第 32 条  出張命令権者は、不当に超える実費や通常必要としない旅費であることが判明した場合、旅 

費の全部、又は一部を支給しないことができる。 

２ 旅費の全額が学園以外の者から役員等に対して支給される場合には、その役員等に対して旅費は支 

給しない。 

３ 旅費の一部が外部機関など学園以外の者から役員等に対して支給される場合には、その役員等に対 

してこの規程により支給されるべき旅費の額から学園以外の者から支給される旅費の額を差し引 

いた額を支給する。 

４ この規程により難い出張の取扱いについては、予め役員においては理事長の承認を得た場合に限り、

規定する旅費を超えて支給することができる。 

 

（海外旅行傷害保険） 

第33条  学園は役員等について当該出張期間中の身の安全を図るため、海外旅行傷害保険に加入する。

役員は別表３の通りとし、評議員は職員旅費規程の教授に準じて加入する。 

２ 前項の保険のうち、傷害死亡・後遺障害及び疾病死亡等に関する保険金の受取人は学園とする。 

 

（細則の制定） 

第 34 条  理事長はこの規程の施行上必要と認めるときは、細則を定めることができる。 

 

（規程の改廃） 

第 35 条  この規程の改廃は、理事会が行う。 

 

 

付 則 

１ この規程は、2020 年４月１日から施行する。 

２ 役員等旅費規程、役員等海外出張旅費規程、この規程の施行と同時に廃止する。 

 

 



別表 1  国内出張に係る日当及び宿泊料 

（単位：円） 

区分 

日 当 

宿 泊 料（１夜につき） 

身分 

政令指定都市 

及び東京 23 区 

それ以外 

の地域 

理 事 長 4,200 17,000 15,000 

常務理事 

4,000 15,000 13,000 理    事 

監    事 

 

 

 

別表 2  海外出張に係る日当及び宿泊料 

（単位：円） 

区 分 

日 当 宿 泊 料 

指定  

都市 
甲地方 乙地方 丙地方 

指定  

都市 
甲地方 乙地方 丙地方 

理 事 長 11,000 9,000 7,000 6,000 32,000 27,000 22,000 19,000 

常務理事 

8,500 7,000 6,000 5,000 26,000 22,000 17,000 16,000 理    事 

監    事 

 

 

 

 

 

 



備 考      

１ 指定都市、甲地方、乙地方及び丙地方とは、次の各号に掲げるものとする。   

  

(1) 指定都市     

シンガポール、ロサンゼルス、ニューヨーク、サンフランシスコ、ワシントン、ジュネーブ、ロンドン、モスクワ、

パリ、アブダビ、ジッダ、クウェート、リヤド及びアビジャンの地域     

     

(2) 甲地方     

北米地域、欧州地域、中近東地域として 2 で定める地域のうち指定都市の地域以外の地域でアゼルバイジャン、ア

ルバニア、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、エストニア、カザフスタン、キルギス、グルジア、クロア

チア、スロバキア、スロベニア、セルビア、タジキスタン、チェコ、トルクメニスタン、ハンガリー、ブルガリア、

ベラルーシ、ポーランド、ボスニア・ヘルツェゴビナ、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国、モルドバ、モンテネ

グロ、ラトビア、リトアニア、ルーマニア及びロシアを除いた地域 

 

(3) 乙地方     

指定都市、甲地方及び丙地方の地域以外の地域 

     

(4) 丙地方     

アジア地域、中南米地域、アフリカ地域及び南極地域として 2 で定める地域のうち指定都市の地域以外の地域でイ

ンドシナ半島(シンガポール、タイ、ミャンマー及びマレーシアを含む。)、インドネシア、大韓民国、東ティモー

ル、フィリピン、ボルネオ及び香港並びにそれらの周辺の島しょを除いた地域     

     

２ 各地域の区分は、次の各号に掲げるものとする。     

(1) 北米地域     

北アメリカ大陸(メキシコ以南の地域を除く。)、グリーンランド、ハワイ諸島、バミューダ諸島及びグアム並びに

それらの周辺の島しょ(西インド諸島及びマリアナ諸島(グアムを除く。)を除く。) 

 

(2) 欧州地域     

ヨーロッパ大陸(アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、グル

ジア、タジキスタン、トルクメニスタン、ベラルーシ、モルドバ及びロシアを含み、トルコを除く。)、アイスラ

ンド、アイルランド、英国、マルタ及びキプロス並びにそれらの周辺の島しょ(アゾレス諸島、マディラ諸島及び

カナリア諸島を含む。)     

(3) 中近東地域     

アラビア半島、アフガニスタン、イスラエル、イラク、イラン、クウェート、ヨルダン、シリア、トルコ及びレバ

ノン並びにそれらの周辺の島しょ     

(4) アジア地域     

アジア大陸(アゼルバイジャン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、グルジア、

タジキスタン、トルクメニスタン、ベラルーシ、モルドバ、ロシア及び前号に定める地域を除く。)、インドネシ

ア、東ティモール、フィリピン及びボルネオ並びにそれらの周辺の島しょ     



 (5) 中南米地域     

メキシコ以南の北アメリカ大陸、南アメリカ大陸、西インド諸島及びイースター並びにそれらの周辺の島しょ

     

(6) 大洋州地域     

オーストラリア大陸及びニュージーランド並びにそれらの周辺の島しょ並びにポリネシア海域、ミクロネシア海域

及びメラネシア海域にある島しょ(ハワイ諸島及びグアムを除く。)     

 (7) アフリカ地域     

アフリカ大陸、マダガスカル、マスカレーニュ諸島及びセーシェル諸島並びにそれらの周辺の島しょ(アゾレス諸

島、マディラ諸島及びカナリア諸島を除く。)     

(8) 南極地域     

南極大陸及び周辺の島しょ   

 

別表 3  海外旅行傷害保険 

                     （単位：万円） 

区  分 理事長 
常 務 

理 事 
理 事 監 事 

基本契約 死亡・後遺障害 5,000 

特 約 

疾病死亡 2,000 

治療・救援費用 5,000 

疾病応急治療・救援費用  300 

個人賠償責任 10,000 

携行品損害   10 

航空機委託手荷物遅延   10 

航空機遅延費用    2 

 

 


